別紙１
補　　助　　条　　件
この補助金は、次に掲げる事項を条件として交付するものである。
第1　補助事業に係る契約
(１)補助事業を行うために建設工事の完成を目的として締結するいかなる契約においても、契約の相手方が当該工事を一括して第三者に請け負わせることを承認してはならない。
(２)補助事業を行うために締結する契約については、一般競争入札に付するなど八王子市が行う契約手続の取扱いに準拠しなければならない。
第2　契約の相手方等からの資金提供の禁止
　　補助事業を行うために締結する契約の相手方及びその関係者から寄付金等資金の提供を受けてはならない。
　　ただし、共同募金会に対してなされた指定寄付金を除く。
第3　民間補助金との重複の禁止
この補助金に係る補助金の交付と対象経費を重複して、お年玉付き郵便葉書等寄附金配分金又は公益財団法人ＪＫＡ若しくは公益財団法人日本財団の補助金の交付を受けてはならない。
第4　承認事項
補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ変更承認申請書（第7号様式）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、区分間の経費の配分の変更は、承認しないものとする。
(１)補助事業の内容のうち、次の変更をしようとするとき。
ア　建物の規模及び構造（施設の機能を著しく変更しない程度の軽微な変更を除く。）
イ　建物等の用途
ウ　入所定員及び利用定員
エ　工事の内容
①　工期変更を伴うもの
②　工法及び位置の変更を伴うもの
③　変更見込み金額が請負金額の10%に相当する額又は200万円を超える工事
オ　補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。
(２)市長は、前項の申請があったときは、速やかにその内容を審査し、適当と認めたときは

変更承認通知書（第8号様式）により通知するものとする。
第5　財産処分の制限
補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、「補助金等により取得し、又は効用の増加した財産の処分制限期間」（平成20年7月11日付厚生労働省告示第384号）に定める期間を経過するまで、市長の承認を受けないで、この補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。
第6　財産処分に伴う収入の納付
市長の承認を受けて財産の処分をすることにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を市に納付させることができる。
第7　状況報告
補助事業の遂行状況について、報告しなければならない。
第8　補助事業の遂行命令
第7の規定による報告､地方自治法(昭和22年法律第67号)第221条第2項の規定による調査等により、補助事業が補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、これらに従って補助事業を遂行すべきことを命ずることができる。
この命令に違反したときは、補助事業の一時停止を命ずることができる。
第9　消費税仕入控除税額の報告
補助事業完了後に、消費税の申告により補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合は、第5号様式により市長に報告しなくてはならない。
なお、市長に報告があった場合には、当該仕入控除税額の全部又は一部を市に納付させることができる。
第10　関係書類の整理保管
補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業完了後5年間保管しておかなければならない。

第11　財産の管理義務
補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運用を図らなければならない。
第12　事業の監査

補助事業者は、市長若しくはその委任を受けた者又は監査委員の監査に応じなければならない。
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